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要  旨 

 

 近年、公共サービスの民間開放、地方分権の進展、行政プロセスに対する評価等

を 背 景 に 、 官 民 の 役 割 分 担 の 見 直 し が 行 わ れ る 中 で 、 民 間 企 業 と 並 び Ｎ Ｐ Ｏ

（non-profit organization）が経済社会活動の担い手として注目されつつある。ＮＰ

Ｏの活動実態・特性については、ミクロベースでは、近年様々な調査研究等がなさ

れ、メディア、著書、論文などを通じて、一般に多数紹介されているが、マクロベ

ースでの把握・検証については、情報および研究蓄積共に非常に少ないのが現状で

ある。本稿では、こうした現状を踏まえ、ＮＰＯ活動を産業連関表に試行的に組み

込むことで、その活動特性のマクロ的把握を試みた。具体的には、始めに産業連関

表へのＮＰＯ活動の組み込み方法に関して論じ、得られた産業連関表を用いてＮＰ

Ｏと各産業部門間での生産規模、取引形態特性の比較検証を行った。更にＮＰＯ活

動の将来的な経済効果のシミュレーションを試み、最後にこうした分析を踏まえて、

ＮＰＯの活動のマクロベースでの把握にかかる今後の課題について論じた。 
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本稿は、標記３名が、2001 年 12 月から開始した研究プロジェクトの成果の一部

である。本稿を作成するに当たっては、山内直人教授（大阪大学大学院国際公共政

策研究科）、田中敬文助教授（東京学芸大学教育学部）、新保一成（経済産業研究所

ファカルティフェロー、慶應義塾大学商学部助教授）、産業構造審議会ＮＰＯ部会

委員の方々から多くの有益なコメントを頂いた。また、経済産業研究所大森民氏、

大和銀総合研究所伊木摂美氏、藤井裕子氏には、産業連関表作成に当たり協力をい

ただいた。本稿の内容や意見は、筆者達個人に属し、経済産業研究所の公式見解を

示すものではない。  

I．はじめに 

近年、市民主導によるいわゆるＮＰＯ（non-profit organization：民間非営利組織）

の活動が、注目を集めている。ＮＰＯは、活動内容、活動形態などにおいて多様であ

るため、一概に定義づけることは困難であるといわれているが、例えばSalamon(1997)1

で は 、 活 動 形 態 の 側 面 か ら ５ つ の 要 件 、 ① 利 潤 配 分 を し な い

(non-profit-distributing)こと、②フォーマル(formal)である（組織としての体裁を

備 え て い る ） こ と 、 ③ 民 間 組 織 (private) で あ る こ と 、 ④ 自 己 統 治 し て い る

(self-governing)こと、⑤自発性の要素があること(voluntary)が掲げられている。他

方、活動内容の側面から見ると、高齢者・障碍者介助、里山保全、まち作り、風力発

電の運営、地雷除去・撤廃活動、幼児虐待防止活動、産業支援など、政策提言型から

事業型まで、日常生活に関わるものから経済活動、国際協力に関するものまで、多岐

にわたっている。 

こうしたＮＰＯの活動は、以下の３つの点で大きく注目を集めている。第一に新た

な公益の担い手としての役割である。経済社会の成熟化により個人の価値観の多様化

が進む中、ＮＰＯは住民の意見や提案を集約しやすい特性を活かすことで、介護福祉、

まちづくり、環境保全などの分野で公共サービスの提供主体として成長しつつある。

行政サイドでも事業委託、助成、情報交換、人事交流などを通じてＮＰＯとの連携・

                                           
1 Lester M. Salamon and Helmut K. Anheier, Defining the Nonprofit Sector: A Cross-national Analysis, 

Manchester, U.K.: Manchester University Press, 1997 
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協働を進めつつある 2。第二に企業とのパートナーシップの拡大である。顧客、従業員、

取引先、地域社会等の多様な利害関係者の価値観に応えていくことが求められる中で、

社会的価値を指針とする社会的責任投資の考え方が生まれつつある。社会貢献活動の

効果的な実施、顧客ニーズに対応した製品・サービス開発、従業員の能力開発・研修

などにあたりＮＰＯと連携・協働する傾向が急速に拡大している 3。第三に個人の社会

参画の場としての機能である。雇用・所得環境が依然厳しい中、個人の意識に社会・

経済の変化に自ら対応しようとする前向きな変化が見られつつあり、社会貢献や自発

的活動により、生きがいや自己実現を得ようとする個人の意欲が増していると考えら

れる 4。ＮＰＯが持つ自発性、地域密着性、フラットで柔軟な組織形態は、このような

個人が活動する際の受け皿として期待され、定年退職者、自営業者、家事従事者、学

生などによるＮＰＯへの参画や設立、現役勤労者の兼業活動の場として急速に拡大し

つつある。 

このようにＮＰＯは、企業や政府とは異なる新たな経済活動の担い手として、急速

にその存在感を増してきており、今後さらなる発展が期待されている。こうした状況

を踏まえ、経済産業大臣の諮問機関である産業構造審議会においても、2001年８月に

新たにＮＰＯ部会が設置され、「新たな経済主体」としてのＮＰＯと既存の各経済主体

との関わり方、ＮＰＯの発展に向けた促進策などについて審議され、2002年５月には

中間とりまとめが発表されるに至っている 5。 

II．産業連関表へのＮＰＯ組み入れの含意 

１．ＮＰＯの経済活動のマクロ的・定量的把握の必要性 

前章で述べたような新たな経済活動の担い手として期待されるＮＰＯの活動につい

ては、個別具体的な活動内容、行政・企業との連携・協働、補完・代替など実態面で

の定性的分析は既に蓄積があり、メディア、著書、論文などを通じて多数紹介されて

きている。一方、ＮＰＯの経済活動のマクロ的な推計や実態把握については、経済学

                                           
2 自治体からＮＰＯへの事業委託実績は、1999-2001 年の３年間で 38.46 億円に上り、その主な狙

いとして NPO の専門性を挙げている [35％ ]（ (特活 )市民フォーラム 21・NPO センター「全国都
道府県、政令指定都市の NPO 委託実体調査」より）。  

3 (社 )経済団体連合会の「2000 年度社会貢献活動実績調査結果」によれば、最近の国内経済の低
迷にもかかわらず、企業１社当たりの社会貢献活動支出額は、平均 4 億 1,600 万円と過去５年
間で最高額を記録している。  

4 経済企画庁の「国民生活選好度調査 2000 年」によれば、ボランティア活動に参画意欲を持つ人
は、３人に２人（64.9％）の割合に達する。  

5 http://www.meti.go.jp/report/committee/index.html を参照。  
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の分野においても統計の分野においても研究検討の途上にあり未開拓である。また、

ＮＰＯの発展基盤に向けた促進策については、これまで資金面・人材面・制度面・運

営面などについて多数の議論が展開されているが、ＮＰＯのおかれている現状を正し

く理解するためにも、また将来像に対する予見性と発展のためのモメンタムを与えて

いくためにも、ＮＰＯの経済活動の規模や実態を把握・分析することは、研究者、政

府にとっても喫緊の課題といえよう。 

２．対象とすべきＮＰＯの範囲 

 一般に「ＮＰＯ（non-profit organization）」という言葉が用いられる場合、その

対象範囲は民法３４条に規定される公益法人などを含めた幅広い範囲を指す場合や、

いわゆる草の根団体のようなものに限定した範囲のみを指す場合まで様々であり、一

概には既定できない。その背景にはいわゆる「非営利性」に加え、例えば「自発性」「公

益性」等のその他の特性をどのようにとらえるかに依存するものと考えられよう。敢

えて類型化を試みるとすれば、これらその他の特性の状況に応じ、狭義のＮＰＯに「特

定非営利活動法人」「任意団体」、広義のＮＰＯに「公益法人等」、その外縁に「協同組

合」「地縁団体」等を位置付けることができよう（下図）。 

本稿は、特に「狭義のＮＰＯ」、すなわち特定非営利活動法人および法人格のない任

意団体を対象範囲（以下この対象範囲を「ＮＰＯ」をいう）とし、これに相当するＮ

ＰＯの経済活動の規模や実態を把握・分析について検討を行う。 

図１ 多様なＮＰＯの類型化の一例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

特定非営利活動法人
法人格のない任意団体

社団法人
財団法人
社会福祉法人

医療法人
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宗教法人　等

生活協同組合
商工組合
労働組合
認可地縁団体　等

狭義のＮＰＯ

広義のＮＰＯ

最広義のＮＰＯ

■多様なＮＰＯの類型化の一例

（市民活動団体
　ボランティア団体）



- 5 - 

３．ＮＰＯの経済活動のマクロ的・定量的把握の分析事例 

これまでＮＰＯの経済活動規模については、1994年に JHCNSP6が公益法人等や一部

市民活動団体等を含めたベースでの推計を行っているほか、1998年には経済企画庁（現

内閣府経済社会総合研究所）が若干異なるものの、同じく公益法人等を含めたベース

での推計を行っている 7。しかしながら前述のような、ＮＰＯ法人および任意団体ＮＰ

Ｏに特定してその経済規模を詳細に推計したものは、現時点では存在しない。 

また、ＮＰＯの経済取引構造については、自主事業、助成、融資、委託などの取引

形態ベースでの把握は、各種研究機関等の実施したアンケート調査等では行われてい

るものの、マクロベースでかつ数量的に把握したものは存在しない。さらに、産業相

互間（行政含む）、およびそれらをとりまく国民経済との関連を総合的にとらえたもの

は存在していないのが現状である。 

 

表１ 各調査において経済規模を推計したＮＰＯの範囲 8 

４．国民経済計算と産業連関表でのＮＰＯの取扱い 

わが国の代表的なマクロ経済統計として、国民経済計算（ＳＮＡ）や産業連関表（Ｉ

Ｏ）があげられ、国民経済計算は毎年、産業連関表（基本表）は５年ごとに作成・公

                                           
6 The Johns Hopkins Comparative Nonprofit Sector Project 
7 経済企画庁国民生活局編「日本のＮＰＯの経済規模」 (1998) 
8 経済企画庁および JHCNSP の推計には、当時、特定非営利活動法人は制度上存在しなかったため、

対象範囲となっていない。 

今回 産業
連関表

経済企画庁
(98年) JHCNSP

公益法人 × ○ ○ ○
学校法人 × ○ ○ ○
社会福祉法人 × ○ ○ ○
宗教法人 × ○ ○ ×
更生保護法人 × ○ ○ ○
労働組合 × ○ ○ ○
商工会・商工会議所 × ○ ○ ○
政党・政治団体 × ○ ○ ×
認可地緑団体 × × ○ ×
地縁団体 × × ○ ×
医療法人 × ○ ○ ○
公益信託 × ○ × ○
一部公共法人等 × ○ × ○
特定非営利活動法人 ○ × × ×
市民活動団体（任意団体） ○ △ ○ ○
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表されている 9。両マクロ統計は、原則として、市場を介した経済取引（市場的経済活

動:Marketed Economic Activity）を記録する体系であることから、当然、有償労働はそ

の対象に含まれるが無償労働は経済取引とは認められないことから、家事労働やボラ

ンティアなどの無償労働はその推計対象に含まれていない。 

他方、主として政府や公的企業などから供給される「コストに見合わない価格又は

無償で提供される財・サービス」および「市場において販売されない財・サービス」、

いわゆる非市場的経済活動（Non-Marketed Economic Activity）も推計されている。具体

的には、農家の自家消費や、持ち家の帰属家賃といった帰属計算、公務員などの政府

活動も推計対象に含まれている。 

ＮＰＯとの関連では、98年に法制化される以前のＮＰＯ的なボランタリー活動につ

いては、一部公益法人等の非営利サービス生産者に該当するものは、当然、当該部門

に含めて推計されている。また、これら部門から家計や企業がサービスを受けていて、

それに対して対価を支払っている場合は、家計消費支出、あるいは産業部門の経費と

して定義概念上推計計上されていることになっているが、その推計の詳細は明らかに

なっていない。 

５．ＮＰＯの経済活動を産業連関表の枠組みで推計・分析することのメリット 

産業連関表は、一国の経済活動の様相を、産業間の生産技術的な連結を主軸として

一つの経済循環の見取図、いわゆるマトリックス表示したものである。 

このような産業連関表の枠組みでもつてＮＰＯの生産活動を推計するということ

は、ＮＰＯの生産規模を推計するにとどまらず、各産業が生産活動を営むに当たって

ＮＰＯからのサービス投入を推計する、いわゆる各産業へのＮＰＯのサービスの産出

量を推計することを意味する。しかしながら、既存の産業連関表では、ＮＰＯは公益

法人等を中心とした対家計民間非営利サービス生産者や対企業民間非営利サービス生

産者の一部として推計されているに過ぎず、本稿でいうところの新たな経済活動の担

い手としての「ＮＰＯ」に該当する部分全体についてはかならずしも十分に把握・推

計されているとはいえない。さらに、前節で述べたように産業連関表では、ボランテ

ィアなどの無償労働は、その推計対象に含まれていない。  

そこで、本研究プロジェクトでは、生産活動を営むに当たって各産業が購入してい

るサービスにとどまらず、いわゆる物量表示の取引表で示されるようなＮＰＯサービ

                                           
9 経済産業省では、各省庁共同で西暦末尾０，５年毎に作成される産業連関表（基本表）をベース

に、それを簡易延長推計した「延長産業連関表（延長表）」を毎年作成公表している。  
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スの投入量 10を何らかの仮定をおいて把握・推計し、既存の産業連関表に組み込むこと

とした。これには、ＮＰＯにおける同一のサービスであっても、有償と無償とがあり、

金額と物量とでは必ずしも比例せず、産業連関分析上、投入係数の安定という観点か

らは、取引基本表が物量で示されていることが望ましい。  

以上に述べたように、ＮＰＯの生産活動を産業連関表の枠組みで物量表的に推計す

ることによって、ＮＰＯの生産活動の規模を他産業と比較可能にすることができ、し

かも、産業連関分析の手法を使って産業間、および国民経済の諸構造との関連も含め

て総合的に把握、分析することができ、各種シミュレーション分析 11を試みることが

できるのである。  

III．産業連関表へのＮＰＯの組み込み 

１．産業連関表へのＮＰＯの組み込み方法と前提条件 

(1) ＮＰＯの対象範囲と使用した産業連関表 

 前章で述べたとおり、ＮＰＯの定義や範囲ついては様々であるが、ここでは、2001

年内閣府「市民活動団体等基本調査報告書」で定義されている「市民活動団体等 12」、

即ち「継続的、自発的に社会貢献活動を行う、営利を目的としない団体で、特定非営

利活動法人（以下ＮＰＯ法人という。）および権利能力なき社団（いわゆる任意団体。

以下「任意団体」という）」をＮＰＯとし、推計分析の対象範囲とした。 

また、ＮＰＯを組み込む産業連関表には、経済産業省が作成・公表した「1998 年延

長産業連関表」（2002 年１月公表）を使った 13。 

(2) 主な使用データと前提条件 

①主な使用データ 

・独立行政法人経済産業研究所「ＮＰＯ法人アンケート調査」（2001 年 9 月実施） 

・内閣府「2001 年市民活動団体等基本調査報告書」（2000 年 10 月実施） 

・経済産業省「1998 年産業連関表（延長表）」（184 部門、生産者価格評価）（2002

                                           
10 この物的な投入量を推計するために、ボランティアなどの無償労働の有償評価、無償財の有償

評価等の各種推計を行っている。詳しくはⅢ章で詳述する。  
11 産業連関表から各種の産業連関分析モデルを構築することができ、様々なシミュレーョン分析

をすることができるが、それらは生産波及効果の分析であって、所得波及効果の分析ではない。  
12 詳細な定義については、内閣府「2001 年市民活動団体等基本調査報告書」を参照。 
13 作成時点で使える最新の産業連関表であった。その後、経済産業省では「1999 年産業連関表（延

長表）」、「2000 年産業連関表（延長表）」が相次いで作成・公表されている。 
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年１月公表） 

・ＮＰＯ法人の事業報告書等（2000 年度ベース） 

・その他ＮＰＯ活動従事者に対するヒアリング調査 

②前提条件 

推計に使用する基礎データや推計年次が異なることなどから、推計作業に当たっ

ては、以下のような仮定をおいて推計した。 

・1998 年から 2000 年にかけて、国内の各産業部門別の生産規模には大きな変化

がなかったと仮定する（上記期間マクロのＧＤＰは、名目で-0.45％、実質で

3.05％と特段大きな変化は見られなかったことから、「1998 年延長産業連関表」

に 2000 年ベースのＮＰＯ部門の推計データを組み込み、価格の評価替え等の補

正を行う必要はないと判断した）。 

・同様に 98 年から 2001 年にかけて、ＮＰＯ部門の投入・産出構造に変化はなか

ったものと仮定する（投入・産出構造を推計する際、2001 年時点でのＮＰＯ法

人アンケート調査結果を使用しているが、上記の仮定により問題はないものと

した）。 

・ＮＰＯ法人と任意団体の投入・産出構造は同様のものであると仮定した（1998

年 12 月にＮＰＯ法が施行されたばかりで、現時点では法人格の有無によって投

入・産出構造が大きく異なるとは考えられにくい）。 

・産業連関表へのＮＰＯ部門を組込み後も既存の産業部門の生産額は変わらない

ものと仮定する（本来、ＮＰＯ自体の一部は、既存の産業連関表ではいずれか

の産業部門等に含まれて、推計計上されているが、それら推計部分が明らかに

なっていないことから、あえて既存部門との重複調整は必要ないと判断した。

この点は、今後データの収集・整備方法も含め検討課題の一つといえよう）。 

(3) 作業手順 

ＮＰＯ部門の産業連関表への組み込み作業は、産業連関表の推計方式に準拠し、①

ＮＰＯ部門の生産額の推計、②投入構造の推計、③産出構造の推計をそれぞれ行った

上で、既存の産業連関表に組込み、全体的な投入・産出バランスの調整 14を行って最

終的な表を作成した。 

推計手順は以下のとおり。 

                                           
14 投入・産出バランスの調整とは、本来、産業連関表は投入側（タテ側）と産出側（ヨコ側）の

バランスがとれている表に、新たにＮＰＯ部門を組み込んだためバランスが崩れ、再度タテ側
とヨコ側のバランスをとることをいう。  
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表２ 推計作業手順 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．生産額の推計 

(1) 生産額の推計方法 

産業連関表に組み込む際に最も重要な点は、如何にＮＰＯ部門の生産額（Control 

Total）の推計精度を高めることができるかである。生産額 15の推計は、既存の資料や

ＮＰＯ法人アンケート調査、ヒアリング調査など限られたデータを駆使して行ったが、

今回ＮＰＯ部門の推計に当たって独自の推計方法も開発した。  

産業連関表における部門別の国内生産額（以下「生産額」という。）は、基本的に

は当該産業の生産高（商品の生産高やサービスの売上高）をもって計測するが、政府

サービス生産者や対家計民間非営利サービス生産者等が行う活動については、その経

費の積み上げ値をもつて生産額としていることから、当該ＮＰＯ部門についても、経

費の積み上げ方式で推計した。その際、産業連関表の産業部門は、アクティビティ・

ベースで推計されていることから、ＮＰＯ部門についても、推計精度の向上と後述の

分析面も考慮して、分野別に推計し、分析に際して統合する方式をとった。 

さらに、ＮＰＯ部門の活動は、ボランティアの無償労働、事務所・物品の無償提供

                                           
15 生産活動の結果、生み出されたものの貨幣価値。物件費等の中間投入と付加価値（雇用者所得、

資本減耗引当、間接税、営業余剰の合計額。ただし、営業余剰についてはＮＰＯの性格を踏 ま
えゼロと見なす）の合計額。  

２．ＮＰＯの生産額  

(Control Total)の推計  

・ＮＰＯ法人アンケート調査  

・内閣府調査  

・ヒアリング調査 等  

３．ＮＰＯの投入・産出  

構造の推計  

・ＮＰＯ法人事業報告書  

・ＮＰＯ法人アンケート調査  

・ヒアリング調査 等  

４．産業連関表への組入れと  

投入・産出バランスの調整  

・産業連関表  

・2.3.のデータ 等  
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などによって支えられており、その実質的な経済活動規模を推計するに当たっては、

単純に収支報告書など支払ベースの数値を使って推計すると、過小推計になる。この

ため、これら部分については別途推計データから開発する必要があった。 

そこで、これら無償分を一定の仮定のもとに貨幣評価した上で、ＮＰＯ部門全体の生

産規模を、他の産業部門と比較可能な定義概念で推計することとした。 

①有償分の推計方法―分野別に推計― 

まず、「ＮＰＯ法人」「任意団体」各々についてＮＰＯ部門を８分野（保健医療系、

社会福祉系、教育・文化・スポーツ系、社会生活系、地域社会系、環境保全系、国際

交流・協力系、その他 16）に分類の上、分野毎の生産額を推計した。具体的には、法

人・任意団体別／当該分野別に団体件数、平均支出額を推計し、この件数に平均支出

額を乗じる方式で生産額を推計し、最終的には統合して一本化した 17。 

これは、ＮＰＯ部門の活動は複数の分野にまたがっているケースが多く、収支報告

書など支払データは必ずしも分野別に分かれておらず、これらデータを使う場合は、

分野別に分割推計する必要があるからである。 

・団体件数 

生産額推計の基礎になる対象全件数は、内閣府の「2001年市民活動団体等基本調

査」に基づく87,928件を対象とした（件数は2000年ベース）。そのうち、ＮＰＯ法

人の件数は内閣府公表の2001年3月30日現在の3,800件とし、残りの84,128件を任意

団体の件数とした。したがって、この推計方式では推計対象総件数を如何に的確に

把握するかにかかつている。「ＮＰＯ法人／任意団体」の分野別件数については、

ＮＰＯ法人はＮＰＯ法人アンケート調査結果を使い、任意団体は経済企画庁（現：

内閣府）の分野別件数シェア比率を用い推計した。 

・平均支出額 

ＮＰＯ法人は、ＮＰＯ法人アンケート調査結果の「全収支規模額」から分野別に

平均支出額を算出した。他方、任意団体については、2000年ベースの平均支出額の

データは存在しないため、ＮＰＯ法人（ＮＰＯ法人アンケート調査）と任意団体等

（経企庁調査）の帯別平均支出額の比率を使って、ＮＰＯ法人の平均支出額から任

意団体等の平均支出額を分野別に推計することとした。  

                                           
16 ８分野は９７年時経済企画庁調査の市民活動団体等の分類による。なお、社会生活系は、男女

共同参画、ＮＰＯ支援、人権擁護・平和、地域社会系は、まちづくり、災害救援、地域安全か
ら構成される。  

17 ＣＴ＝Σ[ＮＰＯ法人＋任意団体]Σ[８分野別]Σ(平均支出額)×(件数)  
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②無償分の帰属計算等による推計方法 

・無償労働の有償評価 

国民経済計算、産業連関表も、基本的には市場を介した経済取引が対象であり、

ＮＰＯにおける無償スタッフ労働とボランティア活動はその対象に含まれないが、

ＮＰＯにおけるこうした無償労働は無視することができないことから、これら無償

労働を有償評価した。ボランティアが行う活動が生み出すサービスの価値を直接把

握し評価することが困難なことから、ボランティアが活動に費やしている時間をベ

ースに、これを賃金で評価する方式を採用した。推計に当たって、いずれの賃金を

使って推計 18するかで、推計結果が異なる。この計測問題を突き詰めると、そもそ

も多様な分野で多彩なボランティア労働が生み出すサービスとは何で、その価値は

どうやって計測することができるのか等のそもそもの問題に立ち返ることになる

ので、本稿ではこれ以上深入りはしない。 

具体的には、ＮＰＯ法人アンケート調査結果を使って活動時間、活動者数を把握

するとともに、既存の賃金データを使って、ある賃金単価を想定した上で、以下の

方法により推計した。 

＜ＮＰＯ法人の無償スタッフ労働＞ 

(無給常勤労働)＝(有給常勤労働の平均賃金)×(無給常勤労働の年間延べ活動時

間) 

(無給非常勤労働)＝(有給非常勤労働の平均賃金)×(無給非常勤労働の年間延べ活

動時間) 

(注)有給スタッフ労働の平均賃金、無給スタッフの年間延べ活動時間については、

ＮＰＯ法人アンケート調査結果を使った。 

<ＮＰＯ法人のボランティア活動> 

ボランティア活動については、その活動形態（日数や活動時間や活動内容）は多

様であり、活動の人数・日数・時間を特定の基準で把握することが非常に困難であ

る。そこで今回は、ＮＰＯ法人アンケート調査結果より１団体当たりのボランティ

ア延べ活動時間を使って、それに１時間当たりの平均賃金を乗じることで有償評価

                                           
18 無償労働を有償化する際に使用する賃金については、①類似のサービス市場で提供している者

の賃金で評価する方法（代替費用法）と、②ボランティアが無償労働を行うことにより、市場
に労働を提供することを見合わせたことによって失った賃金（免失利益）で評価する方法 (機会
費用法  )とがある。前者の方法については、専門事業者とボランティア労働とでは規模の経済
性や資本装備率の違い等により生産性の格差が存在するとの問題点が指摘されている。これに
対して、後者の方法についても無償労働の内容ではなく、誰が無償労働を行ったかによって評
価が変わると言う問題点が指摘されており、これらはいまだ解決されていない。  
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を行うこととした。 

(無償ボランティア活動)＝(1団体当たり年間ボランティア延べ活動時間) 

×(1時間当たり平均賃金)×(団体件数) 

<任意団体の無償スタッフ労働およびボランティア活動> 

任意団体については、推計基礎データが存在しないことから、今回は、団体の支

出規模に比例してボランティア活動が増大するものと仮定し、ＮＰＯ法人の平均支

出額と任意団体の平均支出額の比率から算定することとした。 

・資本減耗引当 

ＮＰＯの活動を行うに当たって、要素投入として、パソコン等の事務用機器（ヒ

アリングによると中古品が多いとのことである）などを使っているが、これら資産

の減価償却に関するデータを事業報告書の財務諸表等から把握することは困難で

あることから、事務用機器等の資本財の購入額を把握し、即時償却を仮定し、購入

金額と同額を資本減耗引当に計上した。 

・無償賃貸の有償評価 

無償賃貸の家賃については、賃貸の市場価格をベースにＮＰＯが借りている事務

所の無償賃貸相当分を有償評価した。具体的には、ＮＰＯ法人アンケート調査結果

には、有償・無償の賃貸が混在していることから、全国平均賃貸価格からＮＰＯ全

体の平均賃貸料（ＮＰＯ法人アンケート調査結果）を差し引いた価格をＮＰＯの平

均無償賃貸料とし、これにＮＰＯ件数を乗じて推計した。なおここでは、ＮＰＯ法

人と任意団体において、事務所賃貸価格に差異がないものと仮定した。 

・無償財の有償評価 

また、ＮＰＯにおいて使用される多くの財は、無償で提供されるケースが多い。

これら財についてもＮＰＯ自ら市場で調達したものと仮定し、有償評価した。実際、

これら実態を把握することは困難なため、今回はＮＰＯへのボランティア活動従事

者へのヒアリング調査を踏まえ、次の仮定のもとでボランティア活動に付随して提

供される無償財を有償評価する、いわゆる帰属計算的な推計をした。 

具体的には、ＮＰＯの活動に必要な物件費等は、専ら専従・非専従スタッフ（有

償・無償）によって運用され、ボランティアは自らの活動に必要な財を自ら購入・

無償提供するものと仮定し、上述のスタッフ人件費（有償評価ベース）の物件費等

（財・サービスの費用）の総額に対する比率をボランティア人件費（有償評価ベー

ス）に乗じることで推計することとした。 

 



- 13 - 

(2) 生産額の推計結果 

①有償分の推計結果 

 上記の方法によってＮＰＯ全体の有償分の分野別推計結果は以下のとおりとなった。 

表３ 有償分の分野別推計結果 

 

 

 

②無償分の推計結果 

・無償労働の有償評価 

<無償スタッフ労働> 

ＮＰＯ法人アンケート調査より、平均賃金は、有給常勤1,005円／時間、有給非常

勤1,009円／時間と推計された。また延べ活動時間は、無給常勤3,178時間／年、無

給非常勤1,123時間／年と推計された 19。 

<ボランティア活動> 

ＮＰＯ法人アンケート調査結果より、１団体あたりの年間ボランティアの延べ平

均活動時間は、13,954時間／年と推計されたが、ボランティアの１時間当たりの平

均賃金については、次のようなデータを使うことが考えられる。 

① 有給非常勤ベースでの換算1,009円／時間（ＮＰＯ法人アンケート調査） 

② パートタイム賃金ベースでの換算914円／時間（厚生労働省「賃金センサス」） 

③ 全国平均最低賃金ベースでの換算665円／時間（法定最低賃金） 

いずれの賃金単価を用いて推計するかによって推計結果が異なるが、今回の推計

では、前掲の注18で述べた機会費用法の考え方を用いて、②の男女平均のパートタ

イム賃金914円／時間を使って推計することとした。 

<推計結果> 

これらのデータをもとに無償スタッフ、ボランティアの有償評価を行ったところ

以下のとおり推計された。 

表４ 無償労働の分野別有償評価結果 

 

 

 

                                           
19 標記数値は、全分野平均のものであり、実際の計算時には分野別に賃金、時間を推計した。  

（百万円）

保健医療系 社会福祉系
教育・文化
・スポーツ

系
社会生活系 地域社会系 環境保全系

国際交流
・協力系 その他 総計

27,576 78,220 56,191 8,353 34,248 13,150 27,066 16,772 261,576

（百万円）

保健医療系 社会福祉系
教育・文化
・スポーツ

系
社会生活系 地域社会系 環境保全系 国際交流

・協力系 その他 総計

無償スタッフ 8,628 20,742 12,583 2,066 10,552 7,300 7,952 7,456 77,279

ボランティア 10,744 71,752 49,065 2,926 6,531 4,309 6,929 8,901 161,157
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・資本減耗引当 

ＮＰＯの減価償却額を事業報告書の財務諸表などのデータから把握することは困

難であることから、事務用機器等の資本財の購入額を推計したところ73億円となり、

それと同額を資本減耗引当に計上した。 

・無償賃貸の有償評価 

ＮＰＯの単位平方メートル当たりの事務所賃貸料（光熱量込み）は、2,013円（Ｎ

ＰＯ法人アンケート調査）に対して、全国平均賃貸料は3,761円（生駒データサー

ビスシステム「不動産白書」）、光熱量は592円（日本ファシリティマネジメント推

進協会）と推計された。これらよりＮＰＯの単位平方メートル当たりの無償賃貸料

は1,985円、ＮＰＯ全体では94.95億円が無償賃貸相当の賃貸料金として推計された。 

・無償財の有償評価 

ＮＰＯの事業報告書とＮＰＯ法人アンケート調査より、有償分 2,616 億円に占め

る有償スタッフの人件費と物件費を推計し、有償・無償スタッフの合計人件費に対

する物件費の比率をボランティア有償評価額に乗じて、無償財の有償評価額を推計

したところ 1,846 億円となった。 

 

以上をもとにＮＰＯの生産額（Control Total）を整理すると次のとおりとなり、総

額では、6,941 億円と推計された。 

表５ ＮＰＯの生産額の推計結果 

 

 

 

 

３．ＮＰＯの投入・産出比率の推計 

ＮＰＯの投入・産出比率の推計は、産業連関表の推計方法に準じて推計した。 

投入構造は、ＮＰＯ法人の事業報告書の財務諸表などのデータを使って推計したが、

産出先を決めるに当たっては、主に今回のＮＰＯ法人アンケート調査、ＮＰＯ活動従

事者へのヒアリング調査などを実施して得たデータ・情報をもとに独自の推計を行う

こととした。 

 

（百万円）

無償賃貸 その他

261,576 77,279 161,157 9,495 184,606 694,113

有償評価額

有償分 合計
無償スタッフ ボランティア

無償財・サービス
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(1) 投入比率の推計方法 

ＮＰＯ法人ついては、法律上認証府県に事業報告書等の認証機関（都道府県、内閣

府）への提出が義務付けられているため、これらデータを活用することで投入構造の

大枠を推計することができる。しかし、ＮＰＯ法人では、事業報告書等の具体的な記

載方法などについては、大枠的なルール以外は各団体の裁量に委ねられているため、

推計に利用可能なものは限られ、活用に当たってもＮＰＯの特徴を十分踏まえた作業

が必要になる。 

今回の推計では、調査対象ＮＰＯ法人のうち、経費明細の記載が標準的と考えられ

る団体を抽出し、それらデータを使って投入比率を推計した。具体的には、全国のＮ

ＰＯ法人の事業報告書等から推計に利用可能なものを分野別に合計79サンプル抽出し、

それらサンプルデータを使って、まず、物件費等の中間投入と雇用者所得等の付加価

値相当分の比率、いわゆる中間投入・付加価値比率を推計した。 

また、ＮＰＯ法人アンケート調査結果を使って、上記で求めた中間投入・付加価値

比率の妥当性について検証を行った。 

更に、詳細な記述を有する23サンプルのデータを使って、184部門分類ベースの産

業連関表で投入比率の確定作業を行った。その際、必要に応じてＮＰＯ活動従事者へ

のヒアリング調査も行い、データの補完を行った。 

ＮＰＯの投入構造については、ＮＰＯ法人の活動内容の多様性に鑑みれば、分野毎

に・把握できることが望ましいと考えられるが、分野毎の推計が可能なサンプルを十

分入手することができないことから、今回はＮＰＯ一本での推計にとどめた。ただし、

有償分と無償分には分けて推計した。 

(2) 産出比率の推計方法 

 産出比率については、ＮＰＯ法人の事業報告書等のみからでは、その実態を定量的

に把握することが困難であった。そこで、まず、分野毎に産出先を決める必要があっ

た。ＮＰＯ法人アンケート調査結果のほか、ＮＰＯ活動従事者へのヒアリング調査な

どの情報も活用しつつ行うこととした。 

ＮＰＯの活動は、非常に多種多様で、一つの団体においても保健医療を主たる活動

分野としつつも、その他の複数の分野にわたって活動しているケースが非常に多い。

したがって、産出構造の推計に当たっては、主たる分野別に、かつ従たる活動分野の

状況も考慮に入れて推計する必要があり、この産出先の推計に当たっては、独自の推

計方法を開発する必要があつた。幸い、今回のＮＰＯ法人アンケート調査では、主た
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る活動分野と従たる活動分野を調べており、本情報を活用することとした。まず、Ｎ

ＰＯ法人アンケート調査結果から得られた各法人の従たる活動分野数に従って主分野

と従分野の按分比を、ヒアリング情報等から決定し、その比率をＮＰＯ法人の個票デ

ータに適用して分野別に按分し、それを再集計する方法で分野別の配分係数を推計し

た。  

次に、分野別毎に産出先、いわゆる中間需要（内生向け）・最終需要（外生向け）

比率を事業報告書、法人・個人会員数および会費、ＮＰＯ活動従事者へのヒアリング

調査などのデータ・情報をもとに推計した。中間需要向けについては、更に産業部門

別の産出比率を事業報告書、ＮＰＯ活動従事者へのヒアリング調査をもとに176部門産

業連関表のベースで推計することとした。具体的には、分野別毎に産出先を決め、そ

れら産出先への配分係数は各部門の生産額、いわゆるＣＴ比を使って按分推計した。 

これに対して、最終需要向けについては、産業連関表の最終需要部門の定義概念に

対応して産出先を決定し、産業連関表に組込む際に配分し、調整することとした。 

４．ＮＰＯの産業連関表への組込み作業について 

第３章で推計したＮＰＯ部門の投入比率、産出比率に生産額（Control Total）を乗ず

ることによって、投入（たて）側と産出（ヨコ）側の各セルの値を推計 20し、184 部門

産業連関表に新たに行にＮＰＯ８部門、列にＮＰＯ１部門を設けて、矩形の表で推計

作業を行うこととした。これは、推計作業は出来るだけ細かい分類でデータを吟味し

つつ行うこととしたものである。 

当然、ＮＰＯ部門を組込んだことにより、他の部門の投入バランス、産出バランス

が崩れることになる。既に述べたように産出側の内訳推計には、資料的な制約が多い

ため、投入・産出のバランス調整に当たっては、①まず投入側からのバランス調整が

先に行われる。②また、投入額と産出額の計数調整においても、投入側の数値が主導

的な役割を果たすことが比較的に多い。 

以下、具体的な調整方法について述べる。 

(1)  第一次投入バランスの調整 

通常、産業連関表では、投入（タテ）と産出（ヨコ）の合計額が一致・バランスし

ているが、ＮＰＯ部門の投入額・産出額を組込んだことにより、既存の他部門でバラ

ンスが崩れることになる。投入側のバランス（たてバラ）の崩れは、本来的には、各

                                           
20ＮＰＯ部門の交点（自部門）の数値については、投入側からの推計と産出側からの推計があり、

両推計値は一致しないことから、予め調整し両計数を一致させておいた。  
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部門でＮＰＯ部門からサービスを投入していたが、それらが中間投入として計上され

なかったことから生じたものであることから、第一義的には営業余剰でもつて調整す

ることとした。 

(2) 第一次産出バランスの調整 

他方、産出側においても同様にバランス（よこバラ）が崩れる。この産出側のバラ

ンスの崩れは、ＮＰＯ部門が新たに組込まれたものの、それによって他部門の生産額

は変わらない（一定）ことから生じたものである。ＮＰＯ部門の生産活動に必要な財・

サービスの投入（＝他の部門からＮＰＯ部門への産出）は他部門の計数で調整する必

要がある。この産出側の計数バランス調整の方法として、①産出側の「分類不明」の

計数を使って調整する方法、②「分類不明」以外の他部門から薄くハガシで調整する

方法とがあるが、今回は、作業時間や資料等の制約もあり、第一義的には、①の産出

側の「分類不明」の計数でもって調整し、当該部門の計数でもつて調整できない部門

については、②の方法を併用し、「最大値のセル」（大半は、交点の自部門）と「分類

不明」の計数とを使って調整することとした。 

(3) 二面等価の調整 

次に、産業連関表では、外生部門の最終需要部門と付加価値部門とは、次式のよう

にバランスしており、いわゆる二面等価が成立している。 

粗付加価値合計 ＝ 最終需要額合計 ― 輸入額合計 

当然、ＮＰＯ部門の最終需要部門への産出、あるいは、雇用者所得や間接税等の付

加価値部門の計上により、両者のバランスは崩れることになり、それぞれの内訳の配

分と両者の増加合計額を一致させる必要がある。 

①まず、付加価値部門の「雇用者所得」「資本減耗引当」「補助金」の産業部門別の

配分については、次の方法で調整した。 

・「雇用者所得」については、「有償分」は、日本の雇用者あるいは就業者の総数は

既に国勢調査等のデータで正確に把握されており、産業連関表でもこれらデータ

を所与として推計されていることから、いずれかの部門に含めて計上されている

ことになる。このため、有償分については、既存の部門から薄くはぎ取り調整し、

無償分については、分類不明で調整した。 

・同様に「補助金」についても、政府の決算書データによって確定されていること

から、これもいずれかの部門に含まれて計上されており、同様の考え方で調整し

た。 
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・「資本減耗引当」については、今回推計した計数をそのまま計上し、総額を増額し

た。 

・これら項目の積み上げ値をもって付加価値部門合計とした。 

②次に、産出側の最終需要部門の計数確定と各項目への配分については、次の方法

で配分し、調整した。 

・ＮＰＯ部門の最終需要向けの産出額を国内向けと海外向け訳、海外向けについて

は、輸出に計上する一方、同時に輸入についても、その有無等をヒアリング等の

情報で補い計上した。その際、国際協力分野については、大半は、中古品を含む

援助物資の購入とその海外への輸送と考えられる。産業連関表では、輸出は当該

生産部門から直接輸出されているものとして扱い、また、中古品の再輸出はカウ

ントせず、その輸送に掛かった運輸・商業マージンのみをコスト商業、コスト運

賃として計上している。このため、この部分の重複計上を避ける必要があり、２．

の生産額推計時に戻って、国際協力分野については資材調達費等を生産額の推計

対象から除外することとした。 

・この他の項目については、「家計外消費支出」、別名「企業消費」については、内

生部門との重複をさけ、企業の職員や経営者向けの啓蒙活動のためのセミナーの

開催等に係わる経費分のみを計上し、それ以外は、全て民間消費支出に計上した。 

・これら項目の計数を推計確定した上で、最終的には「民間消費支出」部門でもっ

て調整した。 

(4) 第二次投入・産出バランスの調整 

(3)で産出側の調整、投入側の付加価値部門の配分調整を行った結果、投入側のバ

ランスで崩れた部門が表れたため、これら部門の計数は、中間投入に係わる部門の調

整は「分類不明」で、付加価値部門に係わる調整は、「営業余剰」でもって再度調整し

た。 

(5) 二面等価の調整 

最終的な投入側と産出側の計数を一致・バランスさせるための最終的な全体の計数

調整は、「営業余剰」の行と「分類不明」の列の交点で調整を図った。 

(6) 部門統合と各種計数の計算 

 184 部門の産業連関費を使ってＮＰＯ部門（行８部門、列１部門）を組入れ、数次

の計数調整を行い、無最終的な投入・産出のバランス調整を行って、192×185 部門の
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産業連関表を作成した。しかし、推計精度等の問題もあり、これを 56 部門に統合し、

「ＮＰＯ分析用の産業連関表」（取引額表、生産者価格）を完成させた。 

 この 56 部門の「ＮＰＯ分析用産業連関表」を使って、投入係数、逆行列係数、最終

需要項目別生産誘発額、同誘発係数、同生産誘発依存度を計算した（参考データ参照）。 

IV．ＮＰＯ組み入れ産業連関表による分析とインプリケーション 

ここでは、 III 章で作成した「ＮＰＯ分析用産業連関表」（56 部門）のを用いて、Ｎ

ＰＯの生産規模や投入・産出構造、各産業部門との取引構造の比較、ＮＰＯの生産誘

発効果などについての分析を行うこととする。 

１．生産規模の比較 

ＮＰＯ分析用産業連関表を使って、各産業の生産規模を見ると、ＮＰＯの生産額は

6,941 億円（2000 年ベース）で、全産業の総生産額の 0.08％を占めているにすぎない。

これは、任意団体に相当する部分の活動実態が十分把握できていないことや、生産規

模の推計にあたって無償スタッフ労働やボラティア活動の有償評価の方法が確立して

いないことなども影響しているが、当該生産額ベースで比較すると、ＩＴ産業やバイ

オなどの新規産業と比べ生産規模は小さいことがわかる 21。 

 

図２ 主な産業の国内生産額の比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                           
21 「バイオ産業」は経済産業省資料 (1999 年ベース )、「モバイル関連市場」 (2000 年ベース )は平

成 13 年版情報通信白書によるため、比較年次が異なることに留意する必要がある。  
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２．投入構造の比較 

(1) 中間投入と付加価値 

産業連関表において、中間投入とは各産業部門の生産活動に必要な原材料等の購入

費用を指し、その中間投入額を各々の生産額で除した割合を中間投入率という。ＮＰ

Ｏ部門の生産額 6,941 億円の費用構成を見ると、3,337 億円（48.1％）は生産のため

に購入した原材料等の財およびサービスの中間投入であり、3,604 億円（51.9％）は

生産活動によって新たに生み出された付加価値であることがわかる。 

これを投入係数 22で、産業平均と比較したのが次の図表である。この図表によれば、

ＮＰＯの中間投入と付加価値の比率は、48.1 対 51.9 であるが、産業平均では 43.1 対

56.9 となっており、中間投入率が若干高いことがわかる。中間投入率がわずかながら

も高いことは、ＮＰＯ部門で１単位の生産をするのに必要な他産業からの財・サービ

スの投入が相対的に大きいことを表しており、ＮＰＯの成長を通じた産業間の乗数効

果がそれだけ高く表れることを示唆している。 

他方、付加価値率は、51.9％と高く、そのうち、賃金・俸給の割合が 45.1％とかな

り高く、ＮＰＯの活動が労働集約的であることがうかがわれ、新しい就業の機会とな

りうることが期待できよう。 

(2) 中間投入の構成 

更に、生産活動に投入される中間投入額 3,337 億円の内訳を見ると、相対的にサー

ビスの投入割合が高い。具体的には「不動産 8.4％」「通信 7.7％」「運輸 5.7％」の３

部門からの投入比率が高く、ソフト（情報伝達・知識流通）などの「調査・情報サー

ビス 5.3％」と「出版・印刷 3.8％」の投入割合も比較的高いことがわかる。 

産業平均と比較すると、中間投入している部門数が少ないことがわかる。製造業等

の財産業は原材料等の財およびサービスの取引が多部門にわたっているが、ＮＰＯ部

門は、サービスの提供が主体であることから、産業間取引の比率は産業平均よりもわ

ずかに高いにも係わらず、その取引対象の産業分野が限られていることがわかる。 

ＮＰＯの生産活動によって上述した産業部門と財・サービス取引が生じており、Ｎ

ＰＯ部門の生産規模の拡大は、これら他産業部門にも直接・間接に影響が及ぶことに

                                           
22 投入係数とは、各産業のタテの原材料等の財およびサービスの投入額をおのおのの生産額で除

して求めた係数である。その係数は「ある産業で生産物１単位を生産するのに必要な諸部門か
らの原材料などの投入量」を表す。  
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なるが、その関係はそれ程複雑でないことがうかがわれる。 

 

図３ ＮＰＯと全産業における財・サービスの投入比率の比較 
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ＮＰＯ 0.00010 0.00001 0.00047 0.00006 0.00000 0.00079 0.01347 0.01284 0.05320 0.00351 0.00058 0.03733 0.00002 0.00000 0.00000 0.00126 0.01525 0.00000
全産業 0.00036 0.01299 0.00083 0.00011 0.00000 0.00124 0.00024 0.00923 0.00528 0.01134 0.00997 0.02063 0.00166 0.00000 0.00000 0.00146 0.00221 0.00686
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主負担）
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引当

間接税
（除関税・
輸入品商

品税）

（控除）経
常補助金

粗付加価
値部門計

国内生産
額

ＮＰＯ 0.03067 0.45363 0.02110 0.01221 0.00697 0.01050 0.00000 -0.01591 0.51916 1.00000
全産業 0.02154 0.26370 0.02550 0.01741 0.10630 0.09384 0.04435 -0.00392 0.56872 1.00000
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３．産出構造の比較 

(1) 中間需要と最終需要 

ＮＰＯの生産額 6,941 億円で、輸入は 228 億円、合わせた総供給額（＝総需要額）

は 7,169 億円である。この総需要額の内訳（産出構成）を見ると、他産業部門の生産

活動に投入される中間需要額が 2,238 億円（31.2％）、家計等の国内最終需要額が 4,837

億円（67.5％）、輸出が 95 億円（1.3％）となっている。 

産業平均と比較すると、ＮＰＯ部門では国内最終需要の比率が高く、その殆どが「家

計消費支出」であることがわかる。 

こうした背景には、ＮＰＯの経済活動が、現時点では未だ対企業・産業間取引がさほ

ど大きくはないなどの特性が現れているものといえよう。 

(2) 中間需要部門の構成 

更に、中間需要門額 2,238 億円の産業別内訳を産出係数 23で見ると、公共・民間サ

ービス部門への産出割合が高い。特に「公務 4.7％」「学校教育 3.6％」への産出割合

が高く、次いで「商業 2.2％」「その他の対個人サービス 2.0％」「建築及び補修 2.0％」

「医療 1.9％」などの順となっている。これらを実態例と照らし合わせて見ると、対

企業・産業間取引が少ない中で、公務や学校教育とＮＰＯとの取引、あるいは商業や

対個人サービスとＮＰＯとの取引が大きい点に、現在のＮＰＯがおかれている状況が

顕著に現れているものといえよう。 

このほか、建設や医療との取引も相対的に大きいなど、今回のＮＰＯ産業連関表作

成によって初めて、ＮＰＯと他産業との取引構造を定量的に把握することができ、こ

れら分野のＮＰＯ活動は、少子高齢化の進展を背景に今後成長する見込みのある分野

であることが推測される。 

                                           
23 産出係数とは、各産業部門で生産又は輸入された個々の財・サービスが、どの需要部門に供給

（産出）されたかを示す係数（産業連関表の横行方向に示されている各セルの数値÷総供給額（国
内生産額＋輸入額））  
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図４ ＮＰＯと全産業の産出係数の比較 
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民生用電
子・電気

機器

電子・通
信機器

ＮＰＯ 0.00317 0.00003 0.00251 0.00000 0.00116 0.00060 0.00000 0.00000 0.00000 0.00067 0.00000 0.00010 0.00000 0.00000 0.00000 0.00000 0.00000 0.00247 0.00469
全産業 0.00640 0.00071 0.02402 0.00536 0.00419 0.00544 0.00608 0.01675 0.00563 0.00614 0.00186 0.00480 0.01322 0.00442 0.00769 0.01445 0.00280 0.00513 0.02184
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険

不動産 運輸 通信 放送 公務 学校教育

ＮＰＯ 0.00000 0.00000 0.00000 0.00046 0.00108 0.00382 0.01982 0.00460 0.00347 0.00522 0.00068 0.02170 0.00534 0.00057 0.01044 0.00000 0.00000 0.04731 0.03590
全産業 0.00314 0.00373 0.02827 0.00333 0.00246 0.00395 0.02220 0.01186 0.00738 0.01037 0.00089 0.02701 0.01115 0.00796 0.01591 0.00411 0.00160 0.00824 0.00259
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事務用品 分類不明 内生部門
計

ＮＰＯ 0.00481 0.00433 0.01894 0.00033 0.00264 0.00761 0.01304 0.01364 0.01557 0.00000 0.00000 0.00431 0.01334 0.00609 0.00186 0.01980 0.00000 0.01001 0.312157
全産業 0.00086 0.00434 0.01309 0.00020 0.00185 0.00133 0.00034 0.00534 0.00413 0.00376 0.00684 0.00717 0.00432 0.01157 0.00261 0.00286 0.00210 0.00252 0.408279

家計消費
支出

国内最終
需要計

輸出計 （控除）輸
入計

国内生産
額

ＮＰＯ 0.66821 0.67464 0.01320 -0.03182 0.96818
全産業 0.28466 0.53385 0.05787 -0.05332 0.94668
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「逆行列係数」 24である。この逆行列係数の列和（タテ方向の合計）の値は、当該生

産部門に１単位の需要が発生した時に各産業に及ぼす生産波及の大きさを合計したも

のである。５６部門表の逆行列係表から１単位当たりの需要に対する生産波及の大き

さを見ると、図表に示す通りである。全産業平均で 1.78 倍、１単位の需要が発生する

と究極的には 1.78 倍の生産が誘発されることがわかる。 

産業部門別に見ると、全産業平均よりも大きい部門は、製造業では自動車、鉄鋼、

一般機械などであり、サービス関係では、広告、自動車・機械修理などである。 

ＮＰＯ部門は、1.73 倍で、産業平均よりも若干小さいが、サービス分野では相対的

に大きいといえる。このような生産波及の計測は、ＮＰＯ産業連関表を作成すること

によって明らかになるもので、今回の表作成で初めてわかった成果の一つである。 

 

図５ 各産業の生産波及の比較 
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24 逆行列係数とは、ある産業に１単位の最終需要が発生した時に、その生産に必要な原材料等の

中間財の需要を通じて、他の産業に直接・間接に誘発される生産額の大きさが、究極的にどれ
だけであるかを示す係数。 
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旅
館

・
そ
の
他

の
宿
泊
所

そ
の
他

の
対
個
人

サ
ー
ビ
ス

事
務
用
品

分
類
不
明

農業・林
業・漁業

鉱業・石
炭・原油・
天然ガス

食料品 繊維製品 製材・木
製品・家

具

パルプ・
紙・紙加

工品

出版・印
刷

化学製品 石油・石
炭製品

プラスチッ
ク製品

ゴム製品 窯業・土
石製品

鉄鋼 非鉄金属 金属製品 一般機械 事務用・
サービス
用機器

民生用電
子・電気

機器

電子・通
信機器

0.00317 0.00003 0.00251 0.00000 0.00116 0.00060 0.00000 0.00000 0.00000 0.00067 0.00000 0.00010 0.00000 0.00000 0.00000 0.00000 0.00000 0.00247 0.00469

重電機器 その他の
電気機器

自動車 その他の
輸送機械

精密機械 その他の
製造工業

製品

建築及び
補修

公共事業 その他の
土木建設

電力・ガ
ス・水道・
熱供給

廃棄物処
理

商業 金融・保
険

不動産 運輸 通信 放送 公務 学校教育

0.00000 0.00000 0.00000 0.00046 0.00108 0.00382 0.01982 0.00460 0.00347 0.00522 0.00068 0.02170 0.00534 0.00057 0.01044 0.00000 0.00000 0.04731 0.03590

社会教
育・その
他の教育

研究 医療 保険 社会保険 その他の
公共サー

ビス

ＮＰＯ 広告 調査・情
報サービ

ス

物品賃貸
サービス

自動車・
機械修理

その他の
対事業所
サービス

娯楽サー
ビス

飲食店 旅館・そ
の他の宿

泊所

その他の
対個人
サービス

事務用品 分類不明 産業平均

0.00481 0.00433 0.01894 0.00033 0.00264 0.00761 0.01304 0.01364 0.01557 0.00000 0.00000 0.00431 0.01334 0.00609 0.00186 0.01980 0.00000 0.01001 1.78439
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５．ＮＰＯの生産による生産波及効果 

生産波及効果とは、ある産業が他の産業と原材料等の財・サービスの中間需要を通

じて相互に関連しあっている時、その産業の生産活動が他の産業の生産活動に及ぼす

影響をいう。この生産波及効果の大小は、基本的には、当該産業の生産規模と逆行列

係数の大小によって決まる。ＮＰＯの生産活動によって、その他産業の生産を 4,922

億円誘発している 25。産業別には、不動産、通信、運輸、調査・情報サービス、対事

業所サービスの生産誘発額が大きく、ＮＰＯの生産活動によって産業全体では、1 兆

1,863 億円の生産誘発効果を持つ。 

現在のＮＰＯの生産規模からして、他産業の生産を誘発する誘発効果（誘発額）は

小さいが、生産誘発係数がサービス部門の中では相対的に大きいことから、今後、Ｎ

ＰＯ部門に対する需要が拡大することによって、他産業に及ぼす生産波及効果も増大

するものと推測される。 

 

図６ ＮＰＯの生産によって誘発される他産業の生産 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

同表 

 

 

 

 

 

 

                                           
25 ＮＰＯ部門の生産単位当たり生産波及の計算は、単に逆行列係数表のＮＰＯ部門の自交点（当

該部門の行と列の交点）の数値で、その列の各係数を除すことによって簡単に求めることがで
きる。  
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他
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務
用
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(億円 )  

農業・林
業・漁業

鉱業・石
炭・原油・
天然ガス

食料品 繊維製品 製材・木
製品・家

具

パルプ・
紙・紙加

工品

出版・印
刷

化学製品 石油・石
炭製品

プラス
チック製

品

ゴム製品 窯業・土
石製品

鉄鋼 非鉄金属 金属製品 一般機械 事務用・
サービス
用機器

民生用電
子・電気

機器

電子・通
信機器

生産誘発額 78.01 6.06 161.70 15.80 23.22 222.85 381.87 103.97 51.43 78.56 5.73 41.20 14.00 6.50 17.67 7.35 5.36 0.92 12.73
産業別依存度 0.66 0.05 1.36 0.13 0.20 1.88 3.22 0.88 0.43 0.66 0.05 0.35 0.12 0.05 0.15 0.06 0.05 0.01 0.11

重電機器 その他の
電気機器

自動車 その他の
輸送機械

精密機械 その他の
製造工業

製品

建築及び
補修

公共事業 その他の
土木建設

電力・ガ
ス・水道・
熱供給

廃棄物処
理

商業 金融・保
険

不動産 運輸 通信 放送 公務 学校教育

生産誘発額 1.22 3.41 11.62 6.80 57.39 21.58 46.86 0.00 0.00 176.19 7.75 112.95 183.34 644.01 483.43 606.68 35.49 2.50 0.00
産業別依存度 0.01 0.03 0.10 0.06 0.48 0.18 0.39 0.00 0.00 1.49 0.07 0.95 1.55 5.43 4.08 5.11 0.30 0.02 0.00

社会教
育・その
他の教育

研究 医療 保険 社会保険 その他の
公共サー

ビス

ＮＰＯ 広告 調査・情
報サービ

ス

物品賃貸
サービス

自動車・
機械修理

その他の
対事業所
サービス

娯楽サー
ビス

飲食店 旅館・そ
の他の宿

泊所

その他の
対個人

サービス

事務用品 分類不明 合計

生産誘発額 5.47 40.39 3.30 0.46 0.00 11.27 6941.13 146.34 390.83 83.07 52.03 378.17 11.99 0.00 0.00 13.43 117.99 31.00 11863.00
産業別依存度 0.05 0.34 0.03 0.00 0.00 0.10 58.51 1.23 3.29 0.70 0.44 3.19 0.10 0.00 0.00 0.11 0.99 0.26 100.00
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６．他産業の生産が誘発するＮＰＯの生産 

他方、他産業の生産活動によってＮＰＯの生産も誘発される。しかし、既述したよ

うにＮＰＯ部門の産出先は、最終需要部門、特に家計消費支出の割合が大きく、内生

部門、いわゆる産業向けの割合が小さいため、他産業の生産よって誘発されるＮＰＯ

の生産額は少ない。これは、逆行列係数の行和（ヨコ方向の合計）の値が小さいこと

からも裏付けられる（参考データ参照）。この逆行列係数の行和、列和の数値から“現

在ＮＰＯがおかれている状況は、ＮＰＯの生産によって他産業の生産は誘発するが、

他産業の生産によってＮＰＯの生産はそれほど誘発されない”ということがいえる。

これはまた、ここに今後ＮＰＯ部門が発展する可能性が潜んでいることを示している。 

少ないながらも他産業の生産活動によってＮＰＯの生産がどれだけ誘発 26されたか

を見ると、図に示す通りである。公共・民間サービス部門、特に「公務」「学校教育」

の生産によって誘発される生産額が大きい。次いで「商業」「建築及び補修」「医療」

などの順となっている。このほか、サービス関係では「その他の対個人サービス」「調

査・情報サービス」「娯楽サービス」「広告」など生産によってＮＰＯの生産が誘発さ

れている。製造業では「食料品」「電子・通信機械」「化学製品」「民生用電子・電気機

械」などの生産によってＮＰＯの生産が誘発されていることがわかる。 

このように対企業・産業間取引が相対的に少ない中で、これら分野を中心にＮＰＯ

部門の取引構造がより深化（これら部門におけるＮＰＯの投入係数が上昇）すること

によって、ＮＰＯの生産がより一層誘発されることが期待できる。 

 

図７ 各産業の生産活動によるＮＰＯ部門に対する生産波及効果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                           
26 ＮＰＯ部門を含め全ての産業について、注２５と同様の方法で各産業の生産活動による全産業

及びＮＰＯ部門に対する生産波及効果を計測した。  
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同表 

 

 

 

 

 

V．ＮＰＯを組み込んだ産業連関表による試行的シミュレーション 

 ここでは、得られたＮＰＯ部門を組み込んだ産業連関表を用いて、ＮＰＯの将来像

に関する簡単なシミュレーションを試みた。 

１．シミュレーションの前提条件 

 シミュレーションのケースとしては、以下の２つについて試みた。 

【ケース１】 

経済財政諮問会議で示された「中期経済財政展望」に基づき、構造改革が進み、

2004年度以降、民間需要主導による実質1.5％以上の着実な成長が実現した場合。 

 

１０年間での実質経済成長率については、経済財政諮問会議で示された「中期経済

財政展望」を参考にし、需要項目別の伸び率については、内外の各種研究所の推計値

を参考にし以下のとおり設定した。なお、本ケースでは、需要項目別単位で数値を既

定しているため、商品分類間では最終需要値は同じ値となっている。 

表６ 最終需要項目別の成長率 

                                                              （％） 

民間最終 

消費支出 

政府最終 

消費支出 

公的固定 

資本形成 

民間設備 

投資 

在庫品 

増加 
輸出 輸入 

国内 

総支出 

16.69 11.90 -33.33 18.75 -180.37 9.54 19.17 11.74 

 

 

農業・林
業・漁業

鉱業・石
炭・原油・
天然ガス

食料品 繊維製品 製材・木
製品・家

具

パルプ・
紙・紙加

工品

出版・印
刷

化学製品 石油・石
炭製品

プラス
チック製

品

ゴム製品 窯業・土
石製品

鉄鋼 非鉄金属 金属製品 一般機械 事務用・
サービス
用機器

民生用電
子・電気

機器

電子・通
信機器

ＮＰＯ 31 2 65 8 15 12 14 32 4 14 4 8 11 5 13 23 5 27 65
全産業 212,104 25,638 657,149 136,528 115,325 131,518 194,290 392,935 142,427 166,648 59,162 138,459 242,382 91,384 266,925 421,784 74,850 148,656 507,849

重電機器 その他の
電気機器

自動車 その他の
輸送機械

精密機械 その他の
製造工業

製品

建築及び
補修

公共事業 その他の
土木建設

電力・ガ
ス・水道・
熱供給

廃棄物処
理

商業 金融・保
険

不動産 運輸 通信 放送 公務 学校教育

ＮＰＯ 6 6 23 8 13 35 177 51 36 56 7 221 69 32 100 11 8 355 262
全産業 98,600 103,469 555,565 93,888 73,270 120,000 776,684 404,936 253,539 351,994 46,803 1,343,451 462,503 776,354 575,032 196,262 53,077 400,758 246,057

社会教
育・その
他の教育

研究 医療 保険 社会保険 その他の
公共サー

ビス

ＮＰＯ 広告 調査・情
報サービ

ス

物品賃貸
サービス

自動車・
機械修理

その他の
対事業所
サービス

娯楽サー
ビス

飲食店 旅館・そ
の他の宿

泊所

その他の
対個人

サービス

事務用品 分類不明

ＮＰＯ 36 40 164 3 24 57 6,941 107 120 9 12 49 108 71 20 146 4 80
全産業 40,737 193,528 533,257 10,856 90,521 59,121 11,863 168,743 167,929 167,211 246,931 334,291 191,775 420,448 92,190 148,191 55,765 93,476



- 28 - 

【ケース２】 

さらに、日本経済全体において環境、福祉、情報などの成長分野において大き

な需要創出が見込まれる場合。 

 

経済産業大臣の諮問機関である産業構造審議会新成長部会では、今後10年間で大き

な成長が見込まれる分野について予測を行い、2010年における産業部門別に需要項目

別商品分類別の最終需要額を推計している 27。ここでは、本推計値と今回作成したＮ

ＰＯを含む産業連関表の整合性を図りつつ利用することとした。 

即ち、本ケースでは、各需要項目別の伸びはケース１のとおりとし、各需要項目毎

に商品分類別でその成長に従って格差が設定することとしている。 

２．試算内容 

①需要拡大による生産誘発効果 

 以下の式にて、ＮＰＯの生産誘発効果を試算した。 

Ｘ＝[(Ｉ－Ｍ^)Ａ]-1・[(Ｉ－Ｍ^)Ｆ d＋Ｅ]  

（Ｘ：生産誘発額、[(Ｉ－Ｍ^)Ａ]-1 ：逆行列係数，Ｍ^：輸入係数、Ｅ：輸出、

Ｆ d：国内需要） 

また、雇用者所得を通じた２次波及効果は、以下の式にて推計し、平均消費性向は

2010年時点で0.93とした。 

Ｘ２＝[(Ｉ－Ｍ^)Ａ]-1 ・(Ｉ－Ｍ^)Ｆ d
C  

Ｆ d
C＝α・Ｖ 

Ｖ＝ｗ・Ｘ１ 

（Ｘ：生産誘発額，Ｆ d
C：消費ベクトル，α：平均消費性向，Ｖ：雇用者所得，

ｗ：雇用者所得率，添え字１，２：１次波及，２次波及） 

なお、当シミュレーションは、需要構造の変化に起因する部分のみであり、産業間

の取引構造の変化（投入係数の変化）による効果は、加味していない。  

②雇用創出効果  

雇用者数については、以下の方式で推計し、各種データは、「毎月勤労統計」およ

びアンケート調査等を活用した。 

                                           
27 産業構造審議会新成長部会中間取りまとめ (平成 13 年 7 月 24 日 )を参照。  
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Ｌ＝Ｈ／(b*12*c)＝（1*Ｘ）／（b*12*c） 

（Ｌ：雇用者数（man year），Ｈ：年間総労働時間，ｂ：労働日数/月， 

ｃ：労働時間/日・人，ｌ：雇用係数[労働投入量（時間）／生産額]， 

Ｘ：生産誘発額） 

３．試算結果 

試算結果は以下のとおりとなった。ケース１では、ＮＰＯの国内生産額は、8,656

億円（1.2 倍）、ケース２では、1 兆 7,844 億円（2.6 倍）まで拡大することが予測さ

れる。また、雇用者数については、ケース１で 20.3 万人、ケース２で 41.8 万人に拡

大することが予測される。 

表７ シミュレーション結果 

 現在 ケース１ ケース２ 

ＮＰＯの国内生産額（億円） 6,901 8,656 17,844 

国内生産額に占める割合（％） 0.08 0.08 0.16 

ＮＰＯの雇用者数（万人） 17.6 20.3 41.8 

雇用者総数に占める割合（％）* 0.35 0.36 0.74 

  常勤 8.0 9.2 18.8 

  非常勤 9.7 11.2 22.9 

    *雇用者総数は、農業を除く。 

 

 本シミュレーションは、国内経済成長に伴ういわゆる需要拡大の効果によってＮＰ

Ｏ部門の経済規模がどの程度拡大するのかを予測したものである。実際、今後著しい

成長が見込まれる医療・福祉、環境、社会教育分野などは、元来ＮＰＯ活動が最も盛

んな分野であり、ＮＰＯの発展が大きく期待される。他方で、いわゆる競争を背景と

した代替効果は加味されていない。現実では、従来行政が自ら実施してきた介護事業、

公園管理などが民営化や PFI,PPP(Public-Private-Partnership)などを通じて、行政から民

間企業・ＮＰＯに実施主体がシフトする動きが多数見られつつある（すなわち分野に

占める実施主体としてＮＰＯのシェアが拡大する）。こうした点をかんがみれば、実際

には、シミュレーションの試算以上にＮＰＯの経済規模が拡大することが予想できよ

う。 

また、ＮＰＯ部門の雇用者（事務局スタッフ）に占めるパートタイム労働者（非常

勤）の割合を見ると、54.9％であり、全産業平均の 14.5％に比較すると極めて高く、
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ＮＰＯがワークシェアリング型の就業形態を有していることが考えられる。今後、時

間的にフレキシブルでかつ自己実現を満たす働き方を求める労働者が増加するに伴い、

ＮＰＯの労働者需要の拡大は、就業の場の一つとしての役割を担うことも期待できよ

う。 

VI．おわりに 

本稿では、ＮＰＯ活動を産業連関表に試行的に組み込むとともに、これを用いてＮ

ＰＯと各産業部門間での生産規模、取引形態等の特性の比較検証、さらにはＮＰＯ活

動の将来的な経済効果のシミュレーションを行った。 

今回の作業および分析から示唆されるのは以下のとおりである。 

 第一に、これまで十分な把握・検証が行われていなかった「狭義のＮＰＯ」のマク

ロベースでの実態、すなわち、ＮＰＯ法人および任意団体ＮＰＯに関する経済活動規

模およびその産業間ベースでの投入・産出構造について定量的な検証を行うことがで

きた。特に、ＮＰＯの経済活動規模については、現時点では必ずしも大きくはないも

のの、知識集約型でかつ新規成長分野との結びつきが強く、今後、少子高齢化の進展、

新規成長分野の発展、公共サービスの民間開放、地方分権の進展等、国内の経済社会

構造の変化を通じて大きく成長する見込みがあることが推察された。 

第二に、ＮＰＯの経済活動の規模や実態について、より一層精緻な把握・分析を行

うためには、その基礎となる定量的データ・統計の体系的整備が必要不可欠であるこ

とが明らかになった。特にＮＰＯ法人および任意団体ＮＰＯの実態把握については、

内閣府により平成９年度より市民活動団体等基本調査という形で行われているものの、

その外部との取引関係などに関する詳細な実態については伺い知ることができない。

特に任意団体については、当該調査以外には網羅的な調査を行ったものはなく、その

全貌は未だ不明な点が多い。一方、ＮＰＯ法人については、ＮＰＯ法に基づき事業報

告書の認証都道府県への提出義務が課されており、これを閲覧することでＮＰＯ法人

の活動規模・内容、取引形態などを伺い知ることができる。しかしこれら資料は、都

道府県毎に紙ベースで管理されているに留まり、残念ながら、電子化・集計化、更に

は全都道府県データの集約・統合化は図られておらず、分析上その汎用性は極めて低

いのが現状である。 

米国では、民間非営利団体である Guidestar が、米国における約 80 万件に及ぶ非営

利団体（charitable NPO）の情報の収集と Web による公開を行っており、ドナーによ

る寄付先選定の際の比較検討や研究機関によるＮＰＯの実態把握などに有効に活用さ
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れている 28。ＮＰＯに関する総合的な統計データの整備は、研究・分析のみならず、

パートナーシップを検討している企業・行政、ＮＰＯを活動への参画を希望する個人

が各々の行動を起こす際の大きな判断材料をなりうるものである。これらの状況をか

んがみれば、わが国においても、行政ベース、民間ベースの何れが取り組むのかに関

わらず、ＮＰＯに関する総合的な統計データの整備についての検討と取り組みが早急

に求められよう。 
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制優遇を受けるＩＲＳ法 501(c)3.に該当する charitable NPO が毎年度ＩＲＳに提出する確定申

告書類を指す。中身は、各年度における組織、人員、収入・支出、資産などの基礎情報が掲載

されている。  
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【参考データ】  

<産業連関表(ＮＰＯ部門組み込みベース)１４部門表(生産者価格)> 
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 01 02 03 04 05 06 07 08 09 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25
農業・
林業・
漁業

鉱業 製造業 建設 電力・
ガス・水
道

商業 金融・
保険

不動産 運輸 通信・
放送

公務 ＮＰＯ サービ
ス

分類不
明

内生部
門計

家計外
消費支
出(列)

民間消
費支出

一般政
府消費
支出

国内総
固定資
本形成

在庫純
増

輸出 最終需
要計

需要合
計

（控除）
輸入

国内生
産額

01 農業・林業・漁業 1,779 1 9,308 150 0 10 0 0 2 0 211 4 923 0 12,387 115 4,020 0 192 126 61 4,514 16,901 -2,584 14,318

02 鉱業 0 4 5,629 763 1,375 0 0 0 0 0 5 0 1 1 7,778 0 0 0 -4 296 16 309 8,087 -6,584 1,503

03 製造業 2,517 184 115,411 22,397 1,572 3,611 1,084 162 3,020 380 11,675 68 15,860 1,946 179,885 3,261 63,222 821 42,385 697 45,947 156,333 336,218 -31,539 304,680

04 建設 36 8 1,079 170 969 452 103 1,899 387 151 921 0 469 0 6,644 0 0 0 71,717 0 0 71,717 78,361 0 78,361

05 電力・ガス・水道 62 38 5,356 525 2,179 996 174 199 794 204 2,794 11 2,484 84 15,900 6 9,949 1,830 0 0 11 11,796 27,696 -2 27,694

06 商業 499 51 12,930 4,151 275 1,008 173 95 543 78 2,685 0 3,798 544 26,830 2,736 51,261 3 12,806 723 3,986 71,516 98,345 -1,086 97,260

07 金融・保険 512 94 4,381 1,019 757 5,686 3,333 3,304 2,373 339 1,021 2 4,708 950 28,480 0 7,017 0 0 0 743 7,761 36,241 -1,337 34,904

08 不動産 4 15 1,051 247 252 3,384 599 449 775 340 1,078 58 1,809 18 10,079 0 56,211 0 0 0 2 56,213 66,292 -6 66,286

09 運輸 387 57 7,331 2,470 503 2,563 495 63 3,956 340 1,522 40 1,675 153 21,554 803 16,027 -75 834 274 4,027 21,891 43,445 -2,939 40,505

10 通信・放送 13 7 909 574 119 1,528 595 44 355 1,127 1,019 54 3,439 10 9,794 176 8,225 0 0 0 96 8,496 18,291 -179 18,111

11 公務 19 5 11,008 348 534 221 95 16 155 352 979 1 525 508 14,766 447 21,100 71,538 0 0 52 93,136 107,902 -80 107,822

12 ＮＰＯ 2 0 13 20 4 16 4 0 7 0 87 9 53 7 224 5 479 0 0 0 9 493 717 -23 694

13 サービス 261 205 12,436 7,318 2,185 5,742 3,883 969 2,805 2,051 6,253 75 10,453 278 54,914 12,311 45,787 0 12,541 0 1,332 71,972 126,886 -4,798 122,088

14 分類不明 144 24 2,759 209 234 1,084 317 554 326 201 1,395 11 1,105 1 8,366 0 22 0 0 0 76 97 8,463 -771 7,692

15 内生部門計 6,237 693 189,599 40,361 10,958 26,302 10,854 7,755 15,498 5,563 31,647 334 47,302 4,499 397,601 19,859 283,319 74,117 140,471 2,117 56,360 576,244 973,845 -51,927 921,918

16 家計外消費支出(行) 112 74 6,344 1,563 626 2,681 1,241 276 1,146 272 1,918 21 3,574 12 19,859

17 雇用者所得 1,371 327 56,995 27,243 4,950 48,288 12,967 2,380 16,378 5,897 64,906 338 40,459 174 282,675

18 営業余剰 4,430 189 18,653 2,693 3,668 10,549 5,802 29,011 2,647 1,836 2,572 5 13,352 2,596 98,002

19 資本減耗引当 1,652 154 18,032 4,309 5,787 5,023 3,714 22,380 3,228 3,722 6,427 7 11,726 354 86,513

20 間接税 664 75 15,625 2,304 1,840 4,518 1,618 4,638 1,839 826 1,152 0 5,727 59 40,884

21 （控除）経常補助金 -148 -9 -568 -110 -135 -101 -1,292 -153 -231 -4 -800 -11 -53 -2 -3,615

22 粗付加価値部門計 8,081 810 115,081 38,001 16,735 70,958 24,050 58,531 25,007 12,549 76,176 360 74,786 3,194 524,318

23 国内生産額 14,318 1,503 304,680 78,361 27,694 97,260 34,904 66,286 40,505 18,111 107,822 694 122,088 7,692 921,918

 01 02 03 04 05 06 07 08 09 10 11 12 13 14 15
農業・林
業・漁業

鉱業 製造業 建設 電力・ガ
ス・水道

商業 金融・保
険

不動産 運輸 通信・放
送

公務 ＮＰＯ サービス 分類不
明

内生部
門計

01 農業・林業・漁業 0.1242 0.0004 0.0306 0.0019 0.0000 0.0001 0.0000 0.0000 0.0001 0.0000 0.0020 0.0063 0.0076 0.0000 0.0134
02 鉱業 0.0000 0.0025 0.0185 0.0097 0.0496 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0001 0.0084
03 製造業 0.1758 0.1222 0.3788 0.2858 0.0568 0.0371 0.0310 0.0024 0.0746 0.0210 0.1083 0.0984 0.1299 0.2529 0.1951
04 建設 0.0025 0.0052 0.0035 0.0022 0.0350 0.0046 0.0030 0.0287 0.0096 0.0083 0.0085 0.0005 0.0038 0.0000 0.0072
05 電力・ガス・水道 0.0043 0.0255 0.0176 0.0067 0.0787 0.0102 0.0050 0.0030 0.0196 0.0113 0.0259 0.0162 0.0203 0.0109 0.0172
06 商業 0.0348 0.0342 0.0424 0.0530 0.0099 0.0104 0.0049 0.0014 0.0134 0.0043 0.0249 0.0000 0.0311 0.0707 0.0291
07 金融・保険 0.0358 0.0625 0.0144 0.0130 0.0274 0.0585 0.0955 0.0498 0.0586 0.0187 0.0095 0.0024 0.0386 0.1235 0.0309
08 不動産 0.0003 0.0102 0.0034 0.0032 0.0091 0.0348 0.0172 0.0068 0.0191 0.0188 0.0100 0.0837 0.0148 0.0023 0.0109
09 運輸 0.0271 0.0377 0.0241 0.0315 0.0182 0.0264 0.0142 0.0010 0.0977 0.0188 0.0141 0.0570 0.0137 0.0199 0.0234
10 通信・放送 0.0009 0.0047 0.0030 0.0073 0.0043 0.0157 0.0170 0.0007 0.0088 0.0622 0.0095 0.0775 0.0282 0.0013 0.0106
11 公務 0.0013 0.0034 0.0361 0.0044 0.0193 0.0023 0.0027 0.0002 0.0038 0.0194 0.0091 0.0014 0.0043 0.0660 0.0160
12 ＮＰＯ 0.0002 0.0000 0.0000 0.0003 0.0002 0.0002 0.0001 0.0000 0.0002 0.0000 0.0008 0.0135 0.0004 0.0009 0.0002
13 サービス 0.0182 0.1363 0.0408 0.0934 0.0789 0.0590 0.1112 0.0146 0.0692 0.1132 0.0580 0.1087 0.0856 0.0361 0.0596
14 分類不明 0.0101 0.0160 0.0091 0.0027 0.0085 0.0112 0.0091 0.0084 0.0080 0.0111 0.0129 0.0152 0.0091 0.0002 0.0091
15 内生部門計 0.4356 0.4608 0.6223 0.5151 0.3957 0.2704 0.3110 0.1170 0.3826 0.3071 0.2935 0.4808 0.3874 0.5848 0.4313
16 家計外消費支出(行) 0.0078 0.0493 0.0208 0.0199 0.0226 0.0276 0.0355 0.0042 0.0283 0.0150 0.0178 0.0307 0.0293 0.0016 0.0215
17 雇用者所得 0.0958 0.2178 0.1871 0.3477 0.1787 0.4965 0.3715 0.0359 0.4043 0.3256 0.6020 0.4869 0.3314 0.0227 0.3066
18 営業余剰 0.3094 0.1254 0.0612 0.0344 0.1325 0.1085 0.1662 0.4377 0.0654 0.1014 0.0239 0.0070 0.1094 0.3375 0.1063
19 資本減耗引当 0.1154 0.1027 0.0592 0.0550 0.2090 0.0516 0.1064 0.3376 0.0797 0.2055 0.0596 0.0105 0.0960 0.0460 0.0938
20 間接税 0.0464 0.0498 0.0513 0.0294 0.0664 0.0465 0.0464 0.0700 0.0454 0.0456 0.0107 0.0000 0.0469 0.0077 0.0443
21 （控除）経常補助金 -0.0103 -0.0057 -0.0019 -0.0014 -0.0049 -0.0010 -0.0370 -0.0023 -0.0057 -0.0002 -0.0074 -0.0159 -0.0004 -0.0002 -0.0039
22 粗付加価値部門計 0.5644 0.5392 0.3777 0.4849 0.6043 0.7296 0.6890 0.8830 0.6174 0.6929 0.7065 0.5192 0.6126 0.4152 0.5687
23 国内生産額 1.0000 1.0000 1.0000 1.0000 1.0000 1.0000 1.0000 1.0000 1.0000 1.0000 1.0000 1.0000 1.0000 1.0000 1.0000

01 02 03 04 05 06 07 08 09 10 11 12 13 14
農業・林
業・漁業

鉱業 製造業 建設 電力・ガ
ス・水道

商業 金融・保
険

不動産 運輸 通信・放
送

公務 ＮＰＯ サービス 分類不
明

行和

01 農業・林業・漁業 1.1265 0.0082 0.0461 0.0154 0.0049 0.0031 0.0035 0.0010 0.0052 0.0033 0.0078 0.0126 0.0144 0.0122 1.2645
02 鉱業 0.0012 1.0016 0.0057 0.0035 0.0105 0.0005 0.0004 0.0002 0.0008 0.0005 0.0010 0.0009 0.0011 0.0016 1.0294
03 製造業 0.2961 0.2259 1.5690 0.4345 0.1369 0.0837 0.0846 0.0270 0.1500 0.0757 0.1837 0.1891 0.2204 0.3940 4.0706
04 建設 0.0058 0.0099 0.0092 1.0067 0.0407 0.0079 0.0058 0.0297 0.0140 0.0118 0.0120 0.0071 0.0080 0.0052 1.1738
05 電力・ガス・水道 0.0147 0.0392 0.0365 0.0219 1.0934 0.0168 0.0123 0.0053 0.0304 0.0197 0.0357 0.0287 0.0316 0.0268 1.4131
06 商業 0.0562 0.0536 0.0756 0.0790 0.0251 1.0193 0.0156 0.0062 0.0274 0.0154 0.0386 0.0171 0.0476 0.0952 1.5719
07 金融・保険 0.0586 0.0893 0.0422 0.0379 0.0462 0.0750 1.1146 0.0574 0.0819 0.0352 0.0250 0.0278 0.0591 0.1531 1.9034
08 不動産 0.0064 0.0191 0.0124 0.0119 0.0152 0.0399 0.0234 1.0089 0.0266 0.0249 0.0152 0.0929 0.0219 0.0133 1.3319
09 運輸 0.0425 0.0513 0.0462 0.0493 0.0293 0.0331 0.0219 0.0044 1.1084 0.0268 0.0237 0.0699 0.0257 0.0386 1.5711
10 通信・放送 0.0063 0.0144 0.0111 0.0161 0.0110 0.0216 0.0252 0.0031 0.0162 1.0718 0.0149 0.0898 0.0366 0.0112 1.3492
11 公務 0.0144 0.0155 0.0602 0.0228 0.0283 0.0078 0.0084 0.0024 0.0123 0.0260 1.0186 0.0131 0.0155 0.0835 1.3287
12 ＮＰＯ 0.0003 0.0002 0.0002 0.0004 0.0003 0.0002 0.0002 0.0000 0.0003 0.0001 0.0009 1.0133 0.0005 0.0011 1.0181
13 サービス 0.0519 0.1783 0.0915 0.1365 0.1147 0.0843 0.1422 0.0283 0.1058 0.1429 0.0839 0.1500 1.1209 0.0915 2.5224
14 分類不明 0.0150 0.0204 0.0168 0.0095 0.0122 0.0134 0.0121 0.0089 0.0120 0.0140 0.0156 0.0199 0.0133 1.0082 1.1912

列和 1.6957 1.7268 2.0228 1.8454 1.5686 1.4067 1.4703 1.1827 1.5914 1.4679 1.4765 1.7322 1.6167 1.9355
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